2014,2,6
第118回自治労道本部中央委員会あいさつ
　お早うございます。委員長の山上でございます。
第118回自治労北海道本部中央委員会に、全道各地から結集された中央委員・特別中央委員・傍聴者の皆さん、大変ご苦労さまです。心から敬意と感謝を申し上げます。

　また、私どもの中央委員会に

1 連合北海道　　　　　　　　工藤会長

2 北海道平和フォーラム　　　中村代表

3 民主党北海道　　　　　　　勝部幹事長

にお越しいただきました。

　大変お忙しい中、駆けつけていただいた来賓の皆さんに、中央委員会参加者全員の拍手で、お礼に代えたいと思います。ありがとうございました。

それでは、中央委員会の開催にあたり、当面する諸課題を中心に何点か申し上げてごあいさつとしたいと思います。
　まず最初に、今春闘を取り巻く情勢について触れたいと思います。

詳しくは、後ほどご来賓の皆さんや方針提案の際に触れられると思いますので、私からは特に国内の特徴的な諸情勢について触れながら、今春闘にむけた思いも述べていきたいと思います。
さて、安倍政権が発足して2年目に入りましたが、約15年以上にわたって続いてきたデフレ経済からの脱却をめざして展開されてきた、「アベノミクス」と称する「成長戦略＝三本の矢」による経済政策によって、景気回復が図られてきたといわれています。
たしかに、新たな借金で莫大な公共投資が行なわれる一方で、「異次元の金融緩和」によって180兆円近い資金が市中銀行の預金として積み上がり、外国投資家による大量の資金流入もあって、株価の値上がりや円安が進行し資産家や輸出産業を中心に利益が拡大したと言われています。

それに伴って、千万円を超えるような外車や高価な宝飾品・腕時計などのいわゆる高級品が買われるなどする中で、消費者物価指数が1,1％上がったことや、GDPが1年前より2,4％増加し、家計最終消費や輸出も増加したことなどにより、景気が回復してきたといわれているところです。
しかし、本当に景気は良くなっているのでしょうか？
われわれ働くものの実感としては、到底良くなったとはいえない現状であろうと思います。

「アベノミクス」の象徴だった株価の値上がりは、確かに1年で一気に16,000円台まで上がりましたが、年明け以降ジリジリと下がりはじめ、今や14,000円を切りそうなところまできています。

また、円安による輸入品の値上がりで、灯油やガソリン、食料品などの生活必需品の値段が高騰し、家計に大きな影響を与えてきているなど、今の景気動向は、健全な生産や消費増という実体経済の成長によるものではなく、円安・株高による「ミニバブル」経済であり、見せかけの砂上の楼閣に終わってしまう可能性をはらんだ危険なものであると思います。
実体経済の改善や内需の拡大にむけて、最も考慮すべき労働者の賃金や雇用の実態は、極めて厳しい状況に置かれたままであり、たとえば、長く続いたデフレ経済下で、物価よりも最も激しく低下した労働者の賃金は、この1年で現金給与総額は月額140円の増加にとどまり、所定内賃金は逆に1,033円減っているのです。
最も高かった1997年当時と比べると、現金給与総額は月額26,760円も減ったままであり、所定内賃金も27,342円減っているのです。

民間労働者の給与支払総額が、この15年で約32兆円弱削減され、公務員労働者も独自削減などを除いての年収が75万円低下しました。

一方、雇用状況は、総務省が1月31日に発表した労働力調査によると、2013年平均の完全失業率は前年対比で0.3ポイント低い4.0％に改善され、3年連続の改善となりましたし、12月の完全失業率も前月比で0.3ポイント低い3.7％にまで改善されました。
同じ日に、厚生労働省から発表された昨年の平均有効求人倍率は、前年より0.13ポイント高い0.93倍と4年連続の改善となり、12月の有効求人倍率も前月より0.03ポイント高い1.03倍に改善されました。

確かに雇用情勢は、今申し上げたように良くなってきているかに見えますが、実は昨年12月の完全失業率の改善は職探しをしない人が増えたことによるもので、就業者数が前月対比で4万人減ったことによる結果ですし、有効求人倍率の改善も12月の場合の正社員で見ると0.66倍しかなく、非正規労働者の求人が伸びたことによる結果なのです。

ちなみに、労働者全体に占める正規・非正規労働者数及び比率は、2013年平均で正規が3,302万人（63.4％）、非正規が1,906万人（36.6％）で、前年対比でそれぞれ正規が38万人減、非正規が93万人増となり、非正規労働者数が4年連続で上昇する結果となっています。
また、「ワーキングプア」と呼ばれる、年収200万円未満の人達も1,100万人にも及んできています。

こうした、生活苦にあえぐ低所得者層はもとより、額に汗して働く多くの労働者の雇用の改善・賃金労働条件の回復・改善は、もはや待ったなしという状況にあります。

今こそ、連合や自治労が繰り返し主張してきた、雇用の安定的拡大・賃金の引き上げ・底上げを本気になって行っていくことによって、個人消費を増やし内需を拡大していく意外に、実体経済を成長させていく本物の景気回復はあり得ないと考えます。また、5年ぶりにベア要求を掲げてたたかう今年の春闘の大きな命題であると思います。
確かに、株価の下落や円高傾向による景気の先行きへの不安や、産業間の業績の違いもある中で、いくら政府が「賃上げによる景気の好循環を！」と叫んでみても、経団連が税金をまけてもらう見返りに、傘下の企業に賃上げをささやきかけても、多くの企業は賃下げをしないとか、一時金にシフトしたりしてくるでしょう。
いわゆる、「賃金や雇用の改善は、企業の競争力の強化と利益の増大のうえでの配分」だとする主張で、賃上げの前提条件は今まで以上の資本の急速な蓄積だとの論理を展開してくるということです。
しかし、資本金10億円以上の大企業の純資産は、2012年時点で314兆円を超え1998年と比べて8.5倍にもなっているのです。

これらは、デフレ経済のもとで正規労働者の首を切り、非正規労働者を増やし、労賃を値切ることによっての蓄積であり、まさに労働者に対する搾取と収奪によって貯めてきたものであるのです。

賃上げの原資は社会全体から見れば間違いなく、しかも莫大に存在するのであります。

賃上げを阻害しているのは、社会的な価値配分の歪みに原因があるのであり、大企業を中心とする経営者側の社会的責任を厳しく追及し、この歪みを是正しない限り、賃金・雇用の改善はあり得ないのであります。
連合中央が指摘しているように、「企業部門から家計(消費)部門への所得の移転」、つまりは安定した雇用の拡大と賃金の引き上げ・底上げを進めることによって、価値配分の歪みを是正し、デフレ経済からの真の克服と景気の好循環の実現、日本社会の再生を実現していくことが求められているということです。

具体的な方針は後ほど提起いたしますが、われわれは、連合運動・自治労運動にしっかり結集し、今春闘勝利にむけて、全力をあげてたたかっていかなければなりません。
そして、公務職場における「官製ワーキングプア」と称されている臨時・非常勤等職員の皆さんの組織化と賃金・労働条件の改善にむけて、また、一大闘争として今後展開していくこととなる「給与制度の総合的見直し」反対の取り組みともしっかり結合させて、精一杯職場・地域でたたかいを展開していく必要があります。
特に、臨時・非常勤等職員の処遇改善と雇用安定のための法改正にむけて、市町村議会における意見書採択の取り組みを、今春闘期に精力的に進めることとしていますので、皆さんのご理解とご支援をよろしくお願いします。
さらに、地方財政の確立にむけた取り組みや、男女平等産別統一闘争の推進の取り組みも、今春闘期の中での大きな課題であります。
地財確立の取り組みにむけては、今春闘期から自治体予算の点検・精査、当初予算編成に向けての要求書提出などの取り組みを進めていくとともに財政セミナーなどを開催していくこととしています。特に4月から消費税の税率が8％に引き上げられることに伴い、社会保障の充実などにむけて、地域の財政需要を的確に予算に反映させていくために、組織内議員などへの協力要請を行っていくこととしています。

また、男女平等産別統一闘争の推進の取り組みにむけては、中央本部が今年度からより多くの単組が取り組める年間を通した運動へと発展させていくこととなり、6月を「男女平等推進月間」とし、自治労運動における男女平等課題への取り組みを推進していくこととしたところです。
道本部は、これまでどおり通年闘争として取り組みを進めていきますが、男女共同参画社会の実現こそがこれからの国政や自治体行政にとっての極めて重要な課題であり、差別をなくし公平・公正で民主的な社会や職場を作り上げていく原点の取り組みとしてとらえていく必要があります。
要求書の提出や、交渉の実施などの取り組みを通じ運動の担い手の育成や、女性の採用・登用の拡大、男女平等意識の確立にむけて、一体となって努力し合いたいと思います。
次に、政治課題について触れたいと思います。

安倍内閣が、衆・参両議院選挙で圧勝した結果を踏まえ、一層反動的な政治に拍車をかけてくると思います。
すでに、原発政策の見直しや、生活保護費の引き下げ、特定秘密保護法の強行採決、靖国神社参拝、防衛政策の変更などを行ってきています。

今後争点となってくる問題は、原発の再稼働・輸出問題をはじめ、北海道経済に大きな影響を及ぼすTPPや解雇の自由化等の労働者保護政策の改悪問題、解釈改憲による集団的自衛権の行使および改憲による軍拡と侵略戦争への道を切り開く策動、であろうと思います。

どれをとっても、われわれはもとよりこれからの未来を生きる子どもや孫たちにとって、その生き方が大きく左右される極めて重要な問題です。

昨年9月の道本部大会の際にもあいさつで申し上げたことですが、『民主党をはじめとする野党の反撃に期待したいと強く思ってはいるものの、野党共闘の構築自体も難しい中で圧倒的多数を持つ安倍内閣にどう対抗していくか、非常に厳しい状況にあると言わざるを得ません。
しかし、福島をはじめとする東北の現状を見るときに、また非正規労働者の実態や戦争の悲惨さを思うときに、失望感や絶望感にしたっている余裕はないのである。

たしかに、解散総選挙と参議院選挙を経てできあがった政治構図は、圧倒的な一強となった与党体制に対して、野党第一党の民主党が大きく勢力を減らし、他の野党も多党化・分立状況になります。しかも、野党の中には「自民党より右寄り」がそれなりの勢力を占めています。
われわれの側から見ると、「中道あるいは左派」を代表する政治勢力が極めて少数になってしまいました。
ただし、それは国会の勢力図での話しであって、原発や憲法9条などに見られるように、具体的な政策での国民の意識は必ずしも自民党や日本維新の会などの主張を支持しているわけではないのです。
まして、４年前の「政権交代」の大義であった“国民の生活”の危機は、安倍政権の政策方向では解消されず、より深刻になっていくのは間違いないということです。

したがって、当たり前の雇用と生活、平和と安心を望む国民意識にしっかり対応し、新自由主義と対決して働く者を基盤に「共生と連帯に基づく持続可能な社会」の実現にむけて真剣に取り組む政治勢力を、もう一度民主党を中心に再構築していくことが急がれている』と申し上げました。

次の政治闘争の大きな山場は、1年後の知事選を頂点とする統一自治体選挙であります。そして、その1年後には衆参の国政選挙があります。

この二つの政治闘争において、反安倍勢力の総結集を図り、勝利していくことは十分可能であると思いますし、そこから自公政権打倒のたたかいを再構築していくことができると確信しています。
今から準備をはじめて、今年予定の中間首長選挙すべてを勝ち抜き、来年以降のたたかいを進めていきたいと思いますので、どうか組合員・家族のために、未来を生きる子どもや孫のために、もう一度力を振り絞って政治闘争の再構築と統一自治体選挙・衆参の国政選挙闘争の必勝にむけて、ともにたたかいに立ち上がっていただきたいと思います。

皆さんのご理解と一層のご協力を心からお願いします。

最後になりますが、今中央委員会は、春闘期のたたかいをはじめとする当面の諸闘争の勝利にむけて、たたかう方針を確立する重要な中央委員会です。皆さんのご協力をいただき、圧倒的に成功させていただきますよう心よりお願いし、開会にあたってのごあいさつと致します。ありがとうございました。
